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① 救助体制の現況



救助体制の現況

○消防本部 ７２３本部

○救助隊数 １，４２０隊（専任５７６隊、兼任８４４隊）

（内特別高度・高度・特別救助隊 ６７８隊）

○救助隊員数 ２４，３３９人（専任８，８６１人、兼任１５，４７８人）

区分

年

救助活動件数 救助人員

件数 対前年比（％） 人員 対前年比（％）

平成２９年 ５６，３１５ △１．５ ５７，６６４ △０．５

平成３０年 ６１，５０７ ９．２ ６３，８３６ １０．７

令和元年 ６１，３４０ △０．３ ６３，６７０ △０．３

令和２年 ５９，９７７ △２．２ ５７，９５２ △９．０

令和３年 ６３，１９８ ５．４ ５９，８６１ ３．３

救助活動体制（令和４年４月１日現在）

救助活動の現況
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　消防は「消防組織法」により市町村単位（市町村が共同で設置することや他の市町村に事務を委託することも可）で設置することとされており、令和４年４月１日現在、全国に７２３本部設置されています。
○　そのうち、職員数が１００名未満の消防本部が２５９本部、１００人以上２９９人未満が３４８本部、３００名以上４９９名未満が７６本部、５００人以上1,000人未満が２４本部、1,000人以上が１６本部で、職員数３００人未満の消防本部が全体の約８４％を占めています。
○　救助隊の配置等は、「消防法」及び「救助隊の編成、装備及び配置の基準を定める省令（以下「救助省令」といいます。）」に規定されており（次のスライド参照）全国に1,420隊あり、そのうち特別な装備等を備える特別高度・高度・特別救助隊（詳細は以後のスライド参照）は678隊設置されています。
○　全国の消防吏員165,928名のうち24,339名（約15％）が他の業務との兼任を含めて救助業務に従事しています。

○　次に過去５年の救助活動状況です。直近の統計値となる令和3年度は前年と比較し活動件数及び救助人員はいづれも増加しています。
○　資料の都合上細かな数値は割愛しますが、一番多い事案は、建物等における事故が４８.５％、ついで交通事故が１９．６％となっています。



救助体制に関する諸規定

趣 旨 根拠法令・条文

救助隊の編成、
装備及び配置
の基準を定め
る省令
（救助省令）

第1条（趣旨）

「市町村が配置する人命の救助を行うため必要な特別の救助器具を装
備した消防隊（救助隊）の編成、装備及び配置の基準を定めるものとす
る。」
 救助隊、特別救助隊（第4条）、高度救助隊（第5条）、特別高度救助

隊（第6条）の編成、装備及び配置基準
 備えるべき資機材（別表第1から第3）

消防法第36条の２（救助隊の配置）

「市町村は、人口その他条件を考慮して総務省
令で定める基準に従い、この法律の規定による
人命の救助を行うため必要な特別の救助器具
を装備した消防隊を配置するものとする。」

救助活動に関
する基準
（消防庁告示）

第1条（目的）

「救助隊の編成及び装備に係る基準の細目並びに救助活動に関する基
本的事項を定め、もって市町村の消防機関が行う救助活動の適切かつ
円滑な運営に資することを目的とする。」
 救助隊の数、資格、隊長等の任務、服装
 救助工作車等の基準、標示、備える救助器具
 救助活動（救助調査、出動、活動、他隊との連携等）
 広域相互応援協定 等
第2条（用語の意義）第１項

救助活動とは、災害により生命又は身体に危険が及んでおり、かつ、自
らその危険を排除することができない者について、その危険を排除し、又
は安全な状態に救出することにより、消防法の規定による人命の救助を
行うことをいう。

消防組織法第4条（消防庁の任務及び所掌事
務）
第2項第16号
「人命の救助に係る活動の基準に関する事項」

消防救助操法
の基準
（消防庁告示）

第1条：

「消防吏員の救助訓練における消防救助用機械器具の取扱い及び操作
の基本を定め、もって人命救助の万全を期することを目的とする。」

消防組織法第16条（消防職員の身分取扱い
等）
第2項「消防吏員の階級並びに訓練、礼式及び

服制に関する事項は、消防庁の定める基準に
従い市町村の規則で定める。
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※消防法第１条（目的）

この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害によ
る被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行い、・・・することを目的とする。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　救助体制に関する諸規定及びその根拠となる法令の条文を整理した表となります。
○　救助隊の詳細な分類は次のスライドで説明します。
○　２列目の救助活動に関する基準（消防庁告示）で「救助活動」とは、
　　災害により生命又は身体に危険が及んでおり、かつ、自らその危険を排除することができない者について、その危険を排除し、又は安全な状態に救出することにより、消防法の規定による人命の救助を行うことをいう。と規定しています。



種類・配置 隊員教育・編成 保有車両 主な保有NBC関連資機材
整備消防本部

（R4.4.1現在）

救助隊
人命の救助に関する専門
的な教育を受けた隊員5
人以上で編成

救助工作車

（又はその他

の消防用自動車）

※主に火災対応用資機材を
活用

・可燃性ガス測定器

・防毒マスク

・消防本部がある市町
村等

７０６本部

特別救助隊

同上 救助工作車

上記資機材に加えて
・陽圧式化学防護服

・化学防護服

・放射線防護服・個人用線量計

・放射線測定器

・除染シャワー・除染剤散布器

・有毒ガス測定器

・人口10万以上の市町
村等

333本部

高度救助隊
人命の救助に関する専門
的かつ高度な教育（NBC
災害対応含む。）を受けた
隊員5人以上で編成

救助工作車

上記資機材に加えて

＋地域により

△携帯用化学剤検知器

△携帯用生物剤検知器

・特別区、指定都市、中
核市、消防庁長官が指
定する市町村等

１３０本部

特別高度救助隊

同上

・救助工作車

・特殊災害対応自動車

（陽圧式等）

＋地域により

△大型除染システム車

△ウォーターカッター車

△大型ブロアー車

上記資機材に加えて

・化学剤検知器

・生物剤検知器

＋地域により

△検知型遠隔探査装置

（ロボット）

特別区及び指定都市

（自主整備を含む。）

２３本部

特別救助隊のうち
１隊以上配置

高度救助隊のうち

１隊以上配置

消防署の数の救助隊を配置

救助隊の編成

救助隊のうち１隊を配置
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　救助隊の編成について取りまとめた表になります。
○　救助隊には、「救助隊」、「特別救助隊」、「高度救助隊」及び「特別高度救助隊」が存在し、概ね当該消防本部の管轄地域の人口規模に応じて、どの隊を編成するか総務省令で定められています
○　４種類の救助隊のそれぞれの違いは、主に、装備すべき車両・資器材及び教育内容であり、本検討会のテーマであるNBC災害への対応力が異なってきます（対応体制については次のセクションで説明します。）。
○　表の一番右の欄にそれぞれの救助隊を整備している消防本部数（隊の重複を含む。）を掲げています。



エンジンカッター 三連はしご 空気呼吸器 救命索発射銃 携帯用コンクリート破壊器具 簡易画像探索機
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救助隊の資機材 ①

令和４年４月１日現在の救助活動体制
救助隊数 １，４２０隊（専任 ５７６隊、兼任 ８４４隊）
うち一般の救助隊（省令第３条） ７４２隊、特別救助隊等（省令第４条～６条） ６７８隊

救助隊員数 ２４，３３９ 人（専任 ８，８６１人、兼任 １５，４７８人）

救助隊（省令第３条）
○救助隊（原則全消防本部に整備）
救助用ロープ、エンジンカッター、三連はしご、空気呼吸器など一般的な装備及び当該装備を積載することができる消

防用自動車を有する救助部隊。

特別救助隊（省令第４条）
○特別救助隊（人口１０万以上の都市などに整備）
救助隊の一般的な装備に加え、マット型空気ジャッキや陽圧式化学防護服などの特別な装備並びに救助工作車を有し、

人命の救助に関する専門的な教育を受けた隊員で編成された救助隊。

救助工作車大型油圧スプレッダー マット型空気ジャッキ 放射線防護服陽圧型化学防護服 除染シャワー

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　このスライドと次のスライドはそれぞれの救助隊が整備している主な救助資機材を掲げています。
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救助隊の資機材 ②

高度救助隊（省令第５条）
○高度救助隊（中核市などに整備）
特別救助隊の装備に加え、画像探索機、熱画像直視装置、地震警報器などの高度な装備及び当該装備を積載できる

救助工作車を有し、人命の救助に関する専門的かつ高度な教育を受けた隊員で編成された救助隊。

画像探索機 熱画像直視装置 地震警報器

特別高度救助隊（省令第６条）

○特別高度救助隊（東京消防庁及び政令市に整備）
高度救助隊の装備に加え、特殊災害（NBC）対応自動車、ウォーターカッター、大型ブロアーなど特殊な災害に対応で

きる強力な装備を有し、人命の救助に関する専門的かつ高度な教育を受けた隊員で編成された救助部隊。

大型ブロアー

装置搭載車

ウォーターカッター

装置搭載車
特殊災害対応自動車 電磁波探査装置 水中探査装置 特別高度工作車
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② NBC災害対応体制

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　次にNBC対応体制について説明させていただきます。



ＮＢＣ災害に対応する消防本部の体制

(1) 東京都及び政令指定都市に置かれる消防本部

（自主整備を含む、特別高度救助隊を設置） 23本部
多数の傷病者が発生する大規模なＮＢＣテロ災害において、原因
物質の検知、測定、救助、多数の曝露者に対する大規模な除染等、
必要となる一連の活動に対応

(2) 中核市、県庁所在都市等に置かれる消防本部

（自主整備を含む、高度救助隊を設置） 107本部
ＮＢＣテロ災害において、原因物質の検知、測定、救助、除染等、
必要となる一連の活動に対応

(3) 人口10万人以上の市町村等に置かれる消防本部

（特別救助隊を設置） 203本部
毒劇物漏洩事故、化学工場火災等において、救助、除染等の活動
に対応

(4) 人口10万人未満の市町村等に置かれる消防本部

（救助隊を設置） 373本部
一部の消防本部において、毒劇物漏洩事故、化学工場火災等の救
助・除染等の活動に対応

R4.4.1現在

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　NBC災害に対応する体制を消防本部の規模ごとに整理した資料となります。
○　さきほどの資料で説明した規模ごとで整備する救助隊の種類（特に所有する資機材や教育体制による）ごとによる対応体制が異なります。




全国の消防本部におけるＮＢＣ災害対応状況
R4.4.1現在

NBC対応レベル 本 部 数 整備市町村 NBC対応車両、関連資機材

 特殊なNBC災害（テロ等）での高度

な検知、ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ、救助、大規模
除染

＜特別高度救助隊レベル＞

23 東京消防庁及び指定都市等
下記資機材に加え

・特殊災害対応自動車･･･23本部（自主整備含む）

・大型除染ｼｽﾃﾑ搭載車･･23本部（自主整備含む）

・化学剤遠隔検知装置･･3本部（※）

※東京消防庁、横浜市消防局、大阪市消防局

 特殊なNBC災害（テロ等）での検知、
ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ、救助、除染

＜高度救助隊レベル＞
107

中核市等
※ 各県に最低１以上整備

下記資機材に加え
地域実情に応じて

・携帯用化学剤検知器
・携帯用生物剤検知器

 一般的なNBC災害での
救助、除染
＜特別救助隊レベル＞ 203

人口10万以上の全ての消防常
備市町村等

下記資機材に加え

・陽圧式化学防護服 ・化学防護服
・放射線防護服 ・個人用線量計
・除染シャワー ・除染剤散布器
・有毒ガス測定器 ・放射線測定器

 緊急的な救助

＜一般救助隊レベル＞
373 消防常備市町村の一部 ※主に火災対応用資機材を活用

・可燃性ガス測定器 ・防毒マスク

NBC災害対応イメージ
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　全国の消防本部におけるNBC災害の対応状況をレベルごとにまとめた表になります。
○　NBC災害における全ての活動が実施可能な消防本部は130本部（特別高度救助隊ﾚﾍﾞﾙ23本部、高度救助隊ﾚﾍﾞﾙ107本部）
○　この他、NBC災害で救助活動等が可能な消防本部は576本部（特別救助隊ﾚﾍﾞﾙ203本部、一般救助隊ﾚﾍﾞﾙ373本部）となります。

○　表の下のフローは、標準的な災害対応イメージによる活動の流れを示したものとなります。





救助省令で規定されている
救助隊別保有NBC災害対応資機材一覧

区分 資機材 一般救助隊 特別救助隊 高度救助隊 特別高度救助隊

検知測定用器具 生物剤検知器 △ △ △ ○

化学剤検知器 △ △ △ ○

可燃性ガス測定器 ○ ○ ○ ○

有毒ガス測定器 △ ○ ○ ○

放射線測定器 △ ○ ○ ○

隊員保護用器具 防毒マスク ○ ○ ○ ○

化学防護服（陽圧式以外） △ ○ ○ ○

陽圧式化学防護服 △ ○ ○ ○

放射線防護服・個人用線量計 △ ○ ○ ○

除染用器具 除染シャワー △ ○ ○ ○

除染剤散布器 △ ○ ○ ○

○：必ず整備、△：地域の実情により整備
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　救助省令では、救助隊の区分ごとに整備すべき資機材が規定さてれおり、NBC資機材の整備に関する規定を取りまとめた表となります。



毒劇物等の災害に対応するために、汚染された外気
が内部に入ることがない陽圧構造を有するほか、車
内で有毒ガス等の分析を行う分析装置等を装備する
とともに、各種防護服及び資機材を積載する収納庫
を装備

○ 東京消防庁及び政令指定都市が保有
(21消防本部)

○ 積載品：生物剤検知装置、可搬型化学剤検知器、
携帯型化学剤検知器、
除染シャワー、陽圧式化学防護服等

NBC災害対応車両

特殊災害（NBC）対応自動車 大型除染システム搭載車

化学剤等に汚染された多数の要救助者等の除染活動
を実施するもので、１時間に２００名以上の除染が可能。

○ 東京消防庁及び１８の政令市に配備
○ シャワーレーン【3レーン】

歩行可能者レーン×2レーン
歩行困難者レーン×1レーン
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　NBC災害に特化した主な消防車両となります。
○　左側の車両は、「特別高度救助隊」の必須車両となる特殊災害対応自動車で、東京消防庁や政令市の消防本部が保有しています。
○　右側が、大型除染システム搭載車で、大量の傷病者の除染が可能な資機材が積載されています。



NBC災害に対応する特殊資機材を積載した車両により編成
（既に都道府県大隊に登録されている隊を再編）

全国の大規模消防本部に配置
計54部隊を配備

NBC災害時の運用計画に基づき、
消防庁長官から直接、市町
村長等に出動を指示し、30分
以内に迅速出動

NBC災害即応部隊の基本的な編成

化学剤検知器

大型除染テント

毒劇物対応小隊（除染テント等積載車）

※配備がある場合

指揮隊（指揮車）

毒劇物対応小隊（検知器等積載車）

その他の小隊（水槽車等）

検知器等積載車

除染テント等積載車

テロ災害の脅威

G20大阪サミット会場 ラグビーワールドカップ会場 東京オリンピック・パラリンピック会場

大成建設・梓設計・隈研
吾建築都市設計事務所
JV作成／JSC提供
注）パース等は完成予
想イメージであり、実際
のものとは異なる場合
があります。
植栽は完成後、約10年
の姿を想定しておりま
す。

国際的イベントが控える中、テロ災害への対処が必要
NBCテロ災害では、自らを防護しつつ、救助・除染・搬送を迅速に行うことが不可欠

特殊な装備を有した部隊を設け、テロ発生時に被災地へ迅速に投入する体制の整備が重要

緊急消防援助隊NBC災害即応部隊の創設

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　消防は市町村単位で設置していますが、その消防本部で対応が困難な場合は隣接する消防本部や属する都道府県内の消防本部からの応援体制を構築しています。
○　さらに広域的な災害が発生した場合に向け、H7に発生した阪神淡路大震災を契機とした県域を越えた全国的な制度として、消防組織法に規定する「緊急消防援助隊」があります。
○　NBC災害対応についても平成３１年３に特化した部隊が創設され、運用されています。
○　この部隊の特徴は、都道府県を介さず消防庁長官が直接市町村へ指示し３０分以内に応援出動する仕組みとなっています。
○　現在、全国に５４の部隊を配備しています（詳細な部隊は次のスライド参照）。



No. 都道府県 消防本部 No. 都道府県 消防本部

1

北海道

札幌市消防局 28 愛知県 名古屋市消防局

2 函館市消防本部 29 三重県 四日市市消防本部

3 旭川市消防本部 30 滋賀県 大津市消防局

4 青森県 青森地域広域消防事務組合消防本部 31 京都府 京都市消防局

5 岩手県 盛岡地区広域消防組合消防本部 32
大阪府

大阪市消防局

6 宮城県 仙台市消防局 33 堺市消防局

7 秋田県 秋田市消防本部 34 兵庫県 神戸市消防局

8 山形県 山形市消防本部 35 奈良県 奈良県広域消防組合消防本部

9 福島県 福島市消防本部 36 和歌山県 和歌山市消防局

10 茨城県 つくば市消防本部 37 鳥取県 鳥取県東部広域行政管理組合消防局

11 栃木県 宇都宮市消防局 38 島根県 松江市消防本部

12 群馬県 前橋市消防局 39 岡山県 岡山市消防局

13 埼玉県 さいたま市消防局 40 広島県 広島市消防局

14 千葉県 千葉市消防局 41 山口県 下関市消防局

15 東京都 東京消防庁 42 徳島県 徳島市消防局

16

神奈川県

横浜市消防局 43 香川県 高松市消防局

17 川崎市消防局 44 愛媛県 松山市消防局

18 相模原市消防局 45 高知県 高知市消防局

19 新潟県 新潟市消防局 46
福岡県

北九州市消防局

20 富山県 富山市消防局 47 福岡市消防局

21 石川県 金沢市消防局 48 佐賀県 佐賀広域消防局

22 福井県 福井市消防局 49 長崎県 長崎市消防局

23 山梨県 甲府地区広域行政事務組合消防本部 50 熊本県 熊本市消防局

24 長野県 長野市消防局 51 大分県 大分市消防局

25 岐阜県 岐阜市消防本部 52 宮崎県 宮崎市消防局

26
静岡県

静岡市消防局 53 鹿児島県 鹿児島市消防局

27 浜松市消防局 54 沖縄県 那覇市消防局

NBC災害即応部隊
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配置年度 資機材 配備数

平成２０年度 化学剤検知器（携帯型気体用） ２９式

平成２１年度

化学剤検知器（携帯型気体用） ８６式

化学剤検知器
（化学物質同定装置（液体・固体用））

１５式

化学剤検知器
（化学物質同定装置（気体用））

１５式

生物剤検知器
（生物剤同定装置）

１１０式

陽圧式化学防護衣 ５００着

除染シャワー １００式

救助用支柱器具 ９９式

検知型遠隔探査装置 １式

平成２３年度

生物剤検知器（携帯型気体用） １１式

検知型遠隔探査装置 ４式

バッテリー式救助用破壊器具 ５００式

ドライスーツ ５００式

大型除染システム １式

配置年度 資機材 配備数

平成２４年度 生物剤検知器（携帯型気体用） １０式

平成２７年度

化学剤検知器（携帯型気体用） ３０式

火山対応型山岳救助資機材キット ４１式

有毒ガス測定器及び有毒ガス
検知管

１１０式

平成３０年度 化学剤遠隔検知装置 ３式

令和元年度 高機能救命ボート ３６艇

令和 ２年度
高機能救命ボート ２７艇

水上オートバイ ６艇

令和３年度

高機能救命ボート ２艇

ＮＢＣ災害対応資機材セット ６式

神経剤解毒剤自動注射器 ５４０本

令和４年度 ＮＢＣ災害対応資機材セット １８式

※ 網掛け部分は、NBC関係資機材を示す。

消防組織法第５０条に基づく無償使用（資機材抜粋）

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　緊急消防援助隊の活動に必要があるときは、消防組織法の第５０条で国有財産等の無償使用の規定があり、所管に属する消防用の国有財産を又は物品を当該緊急消防援助隊として活動する人員の属する都道府県又は市町村へ無償で使用させることができます。
○　その規定により整備している資機材のうち網掛けの資機材がNBC関係の資機材となります。



消防組織法第５０条に基づく無償使用（資機材抜粋）

【化学剤検知器（携帯型気体用）】 【生物剤検知器（生物剤同定装置）】

【陽圧式化学防護服】

【化学剤検知器（化学物質同定装置）】

【検知型遠隔探査装置】

【生物剤検知器（気体用）】

16

【化学剤遠隔検知装置】

【除染シャワー】 【大型除染システム】

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　このスライドと次の２枚のスライドは、主な資機材のイメージを写真で示したものです。



【ＮＢＣ災害対応資機材セット】

大型除染システム

化学剤検知器
（携帯型気体用）

化学剤検知器
（化学物質同定装置（気体用））

生物剤検知器
（生物剤同定装置）

化学剤検知器
（化学物質同定装置（液体・固体用））

17

消防組織法第５０条に基づく無償使用（資機材抜粋）
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【神経剤解毒剤自動注射器】

• 救助活動時に先行して投与可能
• 簡便な操作
• 汚染地域で防護具装着下で使用可
• 現場救護所や医療機関での多数傷病者対応
神経剤は気道 ・ 呼吸 ・ 循環など生命活動を停止させる
神経剤は時間が経過すると解毒剤効果が消失する（aging）

救命向上には一刻も早く解毒剤を投与することが求められる

消防組織法第５０条に基づく無償使用（資機材抜粋）



○消防大学校における実務講習
（緊急消防援助隊教育科ＮＢＣコース）

期間 １５日間
定員 ４８名
内容 ・NBC災害の専門的知識に関する講義

・活動要領、部隊運用要領、指揮要領の実科訓練

○陸上自衛隊大宮化学学校における委託研修
期間 ５日間
定員 16名程度
内容 ・陸上自衛隊におけるNBC兵器防護についての

講義
・資機材取扱い訓練

○警察庁科学警察研究所における委託研修
期間 ２日間
定員 ４０名程度
内容 ・化学剤等の分析、専門家による検知訓練

・警察におけるNBC災害対策等についての講義

ＮＢＣ災害対処のための主な教育・研修

19
19

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　消防庁において行っている、消防本部向けのNBC対処のための主な教育・研修となります。
〇　消防大学校におけるNBCコースは、平成28年度からオリパラ＆ラグビーW杯を見据えて大幅に時間数が増えています。（旧：65時間 → 新：102時間）
　　 また、当初、72名の定員でしたが、令和３年度から新型コロナウイルス感染症対策として定数減となっています。（継続中）
○　毎年度受講者数に限りはありますが、消防本部からの受講要望が高いものとなっています。
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③ 最新の資機材の状況



【防護衣】

化学防護衣
ISO 16602 タイプ１ｂ

（Drager社製 CPS7800）
（ Drager社HPより）

21

最新の資機材

スタンドオフ
ラマン分光分析装置

（Pendar Technologies社製 Pendar X10）
（ Pendar Technologies社HPより）

小型質量分析装置
（908 Devices社製 MX908）
（ 908 Devices社HPより）

【検知資機材】

スタンドオフ
パッシブ型赤外分光分析装置

（MESH社製 iMCAD）
（ S.T.JAPAN社HPより）

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　化学防護衣は、空気呼吸器外装型のもので、ISO規格のタイプ１ｂに分類されます。現行マニュアルの防護措置の区分では、規定されていない分類となります。
○　スタンドオフ ラマン分光分析装置及び小型質量分析装置は、隊員が携行して現場での検知・分析活動が可能です。
○　スタンドオフ パッシブ型 赤外分光分析装置は、遠隔から化学剤等の存在を検知することが可能です。
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